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障害者権利委員会
	朝鮮民主主義人民共和国の初回報告に関する総括所見 *
[footnoteRef:1]	I.	はじめに [1: 	*	委員会第33回会合（2025年8月11日～26日）において採択。] 

1.	障害者権利委員会（以下、委員会）は、2025年8月12日に開催された第789回及び第790回会合[footnoteRef:2]において、朝鮮民主主義人民共和国（以下、北朝鮮）の初回報告[footnoteRef:3]を検討した。本総括所見は、2025年8月19日に開催された第800回会合において採択された。 [2: 		CRPD/C/SR.789 および CRPD/C/SR.790 を参照のこと。]  [3: 		CRPD/C/PRK/1。] 

2.	委員会は、委員会の報告ガイドラインに従って作成された北朝鮮の初回報告を歓迎し、委員会が作成した事前質問事項[footnoteRef:4]に対する締約国の書面による回答[footnoteRef:5]に感謝する。 [4: 		CRPD/C/PRK/Q/1。]  [5: 		CRPD/C/PRK/RQ/1。] 

（訳注　原英文と翻訳文で文の構造が異なるため、やむを得ず、脚注番号1と2が原英文と入れ替わっている。脚注番号3と4も同様。）
3.	委員会は、関連政府省庁の代表を含むハイレベル代表団との対話機会を得たこと、また対話後に締約国が書面で提出した追加情報に感謝する。しかしながら、委員会は、締約国が対話が偏った方法で実施されたと主張していること、及び対話中に提起された質問に対する締約国の回答の不足について遺憾の意を表明する。また、委員会は、締約国の障害者団体代表者と対話する機会が得られなかったことを遺憾に思う。
	II.	肯定的な側面 
4.	委員会は、締約国が条約を実施するために講じた措置を歓迎する。これには以下のようなものがある：
	(a)	2024年に、障害のある人を蔑称する表現を削除するために、憲法、刑法及び刑事訴訟法の改正を採択した；
	(b)	2019年に朝鮮語の文字表記を朝鮮点字に変換するプログラムを完了した；
	(c)	2017年5月に、障害のある人の権利に関する特別報告者（Special Rapporteur on the rights of persons with disabilities）が締約国を訪問した；
	(d)	2016年から2020年にかけて、複数の職場でアクセシビリティのバリアが除去された；
(e)	2016年12月と2017年2月に、上級職員及び省庁連絡担当者向けに、条約やバリアフリー環境に関する研修セッションを開催した。
	III.	主な懸念事項及び勧告
	A.	一般原則及び義務（第1～4条）
5.	委員会は以下の点について懸念している：
	(a)	国内法及び政策（障害者権利保護促進法 Law on the Protection and Promotion of the Rights of Persons with Disabilitiesを含む）が、条約及び障害に関する人権モデルと完全には調和しておらず、依然として医学的・慈善的アプローチを反映している；
	(b)	障害者権利保護促進法が、特に農村部や遠隔地域で十分に実施されていないこと； 
	(c)	合理的配慮やユニバーサルデザインなどの条約の主要概念が法令で明確に定義されておらず、そのためこれらの適用に一貫性が欠けている；
	(d)	障害関連の法律・政策の策定、実施、監視の際の、独立した障害者団体との緊密な協議や積極的な関与が不十分である；
	(e)	障害のある人（特に拘禁されている人）のための、アクセス可能で効果的かつ独立した苦情解決メカニズムが欠如している； 
	(f)	条約の選択議定書の批准は依然として検討中である；
	(g)	障害のある人の権利についての戦略的な国家行動計画を実施するための、明確な目標、指標、予算配分を備えた期限付き計画が、首都圏にも、それ以外の国家、道、地区、郡の各レベルでも存在しない。
6.	障害のある人（障害のある子どもを含む）が、その代表組織を通じて条約の実施及び監視に参加することに関する一般的意見第7号（2018年）を想起し、委員会は、締約国に対し、障害のある人（障害のある子どもを含む）の代表団体を通じて、彼らと密接に協議し、またその積極的な関与を得て、以下のことを行うよう勧告する：
	(a)	障害認定プロセスを含む、障害関連の全ての法律と政策について総合的な見直しを行い、医学的・慈善的要素を排除し、障害の人権モデルとの完全な整合を確保する；
	(b)	障害者権利保護促進法を、農村部や遠隔地を含む全ての地域で完全に実施する；
	(c)	合理的配慮やユニバーサルデザインなどの主要概念について、関連する全ての法律・政策に明確な法的定義を導入し、その一貫した適用と執行を強化する；
[bookmark: _Hlk206358781]	(d)	障害関連の法律・政策の設計、実施、監視の全段階において、知的障害のある人、精神障害のある人、低身長症の人を含む多様な障害のある人の代表組織を通じ、彼らとの緊密な協議と積極的な関与を確保する仕組みを確立すること；
	(e)	障害のある人が差別事例を通報できる、アクセシブルで効果的な苦情解決メカニズムを設置する。差別を受けた障害のある人に救済、補償、リハビリテーションを提供する。また、加害者が確実に制裁されるようにする；
	(f)	選択議定書の批准に向けた明確なスケジュールを提示する；
	(g)	障害のある人の権利に関する戦略的国家行動計画を全行政レベルで実施するための、期限付き計画を策定し、資金を投入するとともに、資源が全国的に配分されることを保証する。
	B.	具体的な権利（第5～30条）
[bookmark: _Hlk112678815]		平等及び無差別（第5条）
7.	委員会は以下の点について懸念をもって指摘する：
	(a)	憲法は、複合的・交差的差別からの保護を含めて、機能障害に基づく差別を明示的に禁止しておらず、障害のある人に対する平等を保障していない。また、国内法は合理的配慮の拒否を差別の一形態として認定していない； 
[bookmark: _Hlk206572560]	(b)	公的・私的部門を包括的にカバーする総合的な反差別法が存在しない；身体的強さや生産性といった文化的理想に根ざしたスティグマや、否定的な社会的態度が根強く残っており、その結果、障害のある人の排除、隠蔽、施設入所が引き起こされている。また、締約国は二層的なアプローチを取っており、身体障害のある退役軍人は特別な（differentiated）待遇を受ける一方、特に地方在住のその他の人々はサービスから排除されている。ただし、身体障害のある退役軍人もサービスへのアクセスのバリアに直面している。
	(c)	障害のある人またはその代表組織からの苦情・請願（合理的配慮が拒否された場合を含めて）に対処する国家システムは不明確かつ非効率であり、複合的・交差的差別に対処する仕組みは存在しない。
8.	委員会は、平等と無差別に関する一般的意見第6号（2018年）と、持続可能な開発目標（SDGs）のターゲット10.2、10.3を想起し、締約国に対し、障害のある人の代表団体を通じて、彼らと密接に協議し、またその積極的な関与を得て、以下のことを行うよう勧告する： 
（訳注　ターゲット10.2は、「2030年までにすべての人々の能力強化及び社会的、経済的及び政治的な包含を促進する」。10.3は、「機会均等を確保し、成果の不平等を是正する」。）　
	(a)	憲法を改正し、機能障害に基づく平等と非差別を明示的に保障するとともに、合理的配慮の拒否を差別の一形態として法的に認定する；
	(b)	すべての分野に適用される総合的な反差別法を採択し、
・機能障害に基づく直接的、間接的差別を禁止する
・合理的配慮の拒否を、禁止される差別形態として明示的に認定する
・退役軍人であるか否かを問わずすべての障害のある人がサービスと給付に平等にアクセスできることを保証する
・都市部と農村部の環境格差に対処する
・意識向上キャンペーン、インクルーシブな教育、公務員向け研修を通じてスティグマ化と有害な固定観念と闘う； 
	(c)	合理的配慮の拒否や複合的・交差的差別のケースも含めて、国内の苦情申立・請願制度を強化・明確化し、全ての障害のある人に対するアクセス可能で効果的かつ迅速な救済を確保する。
		障害のある女性（第6条）
9.	委員会は、以下の点について懸念をもって指摘する：
	(a)	障害のある女性と少女に対する性と生殖の保健サービスは、特に農村部やサービスが行き届いていない地域で、十分にアクセス可能、インクルーシブ、権利に基づくものではない。また、精神保健の支援や情報が不十分である。さらに、障害のある女性に役立つ資源に対する、ジェンダーに配慮した予算編成や追跡が行われていない。
	(b)	障害のある女性や少女は、インクルーシブ教育、雇用、社会福祉、リーダーシップの機会獲得を得る際に、重大なバリアに直面しており、意思決定の場での代表者の不足とその参加状況に関する分類されたデータの欠如がこれを悪化させている；
	(c)	障害のある女性や少女は、ジェンダーに基づく暴力や性的暴力などの暴力、強制結婚、拉致、人身取引、強姦に晒されており、事件の適切な調査、こうした暴力を禁止する法律の施行、予防及び保護措置に関する情報が不足している。
10.	委員会は、障害のある女性及び少女に関する一般的意見第3号（2016年）と、持続可能な開発目標のターゲット5.1、5.2、5.5を想起し、締約国に対し以下を勧告する： 
（訳注　ターゲット5.1は、「すべての女性と女児への差別を撤廃する」。5.2は、「人身売買、性的その他の搾取など、すべての女性と女児への暴力を排除する」。5.5は、「あらゆる意思決定への、女性の参画と平等なリーダーシップの機会を確保する」。）
	(a)	インクルーシブで権利に基づく性と生殖の医療（精神保健支援を含む）を提供し、農村部や医療サービスが行き届いていない地域で利用可能にするとともに、性別及び障害の区分によるデータを用いた、ジェンダーに配慮した予算編成及び支出追跡システムを確立する；
	(b)	障害のある女性や少女がインクルーシブな教育、雇用、社会福祉に平等にアクセスできることを保証し、対象を絞った措置とアウトリーチによって、指導的立場や意思決定への参加を促進するとともに、その参加状況に関する分類されたデータを収集・公表する；
	(c)	障害のある女性や少女に対するあらゆる形態の暴力（ジェンダーに基づく暴力、性的暴力、強制結婚、拉致、人身取引、強姦など）を禁止し、防止、根絶する。また、全ての事例が迅速かつ公平に調査されて、加害者が起訴・処罰され、被害者が保護と救済を受けることを保証する。
		障害のある子ども（第7条）
11.	委員会は以下の点について懸念している：
	(a)	障害の早期発見、診断、登録のための、アクセシブルでスティグマのない、地域に根ざした小児スクリーニングサービスが、特に農村部や遠隔地で不足しており、とりわけ知的障害や精神障害のある子どもにとって、社会からの孤立や家庭内隔離のリスクを高めている；
	(b)	障害のある子どもの登録制度は平壌以外では不十分であり、組織的な支援を確保するための法的枠組みが不十分である。また締約国は、自宅に閉じ込められている障害のある子どもや、農村部や遠隔地域の障害のある子どもなど、社会的に孤立した障害のある子どもを登録する措置に関する情報を提供していない。
	(c)	国家データシステムは、特に5歳未満の障害のある子ども、施設養護下にある障害のある子ども、平壌市外に居住する障害のある子どもに関する分類されたデータの収集・分析に活用されていない。また、これらの子どもの支援サービスの利用可能性や利用可能な範囲を示すために活用されていない。
	(d)	農村部や遠隔地域で家族と同居する障害のある子どもは、サービスや支援へのアクセスが制限されており、その結果、社会的排除や機会の不平等が生じている。
12.	子どもの権利委員会と障害者権利委員会による、障害のある子どもの権利に関する共同声明（Joint Statement: The Rights of Children with Disabilities）（2022年）を参照し、委員会は締約国に対し以下を勧告する：
	(a)	全国的にアクセス可能で、スティグマのない地域に根ざした小児スクリーニングと早期診断サービスを確立し、障害のある子どもの家族、教育、地域社会及び公共生活へのインクルージョンを促進することにより、その社会的孤立を防ぐ措置を講じる；
	(b)	法的に根拠のある、透明性のある全国的な登録制度を実施し、特に平壌以外の地域で、障害のある子どもに対する調整されたサービス、支援、保護を保証する；
	(c)	政策やプログラム策定の参考とするため、年齢、性別、障害の種類、地理的場所別に分類した、施設入居や農村・遠隔地域居住の、5歳未満を含む障害のある子どもに関するデータの収集、分析、公表システムを開発・維持する；
	(d)	農村や遠隔地で家族と同居する障害のある子どもに対するサービス及び支援のための十分な資源を提供し、機会均等と完全なインクルージョンを保証する。
		意識の向上（第8条）
13.	委員会は以下の点について懸念している：
	(a)	意識向上活動は依然として限定的であり、広く一般に体系的に届いておらず、障害のある人に対する根強い偏見や誤解、有害な態度、軽蔑的表現に立ち向かうことができていない。また、知的障害や精神障害のある人、外から見えにくい障害のある人、低身長の人、盲ろうの人、複数の障害のある人など、障害のある人の多様性を十分に反映していない。
	(b)	障害のある人の権利に関する意識向上のための資料が、国内イントラネット「Kwangmyong　光明」、ラジオ、学校、医療センター、地域イベントその他の国家コミュニケーションプラットフォームを通じて、またアクセシブルな形式で広く普及されていない（特に首都圏以外で）。
14.	委員会は、締約国に対し、障害のある人（障害のある子ども、障害のある女性と少女を含む）の代表団体を通じて、彼らと密接に協議し、またその積極的な関与を得て、以下のことを行うよう勧告する：
	(a)	国内イントラネット、メディア、地域プラットフォームを通じてアクセス可能な、インクルーシブで障害に配慮した全国的な意識向上キャンペーンを開発・展開し、スティグマ、有害な固定観念、差別的な用語に立ち向かい、障害のある人の多様性を反映させる。
	(b)	国内イントラネット、ラジオ、学校、医療センター、地域イベントその他のプラットフォームを通じて、アクセシブルな形式も利用して意識向上のための資料を広く普及させ、首都圏を超えて確実に届ける。
[bookmark: _Hlk206587438]		アクセシビリティ（第9条）
15.	委員会は以下の点について懸念している： 
	(a)	総合的なアクセシビリティに関する法律が欠如しており、公共・民間インフラ、交通機関、学校、病院その他の建物に関する国家アクセシビリティ基準が、特に農村・遠隔地域において十分に採用・実施されていないか、国際基準と整合していない。締約国は、ユニバーサルデザインのアプローチが全ての製品、環境、プログラム、サービスに体系的に適用されているかについての情報を提供していない；
	(b)	アクセシビリティの欠如または不十分さに関する苦情を検討する権限を持つ国家機関が指定されていない；
	(c)	情報やコミュニケーションへのアクセシブルな手段・様式・形式が不足している。例えば公共サービス環境で、手話言語通訳、触覚・聴覚システム、移動補助具その他の補助器具が不足している。
16.	アクセシビリティに関する一般的意見第2号（2014年）と、持続可能な開発目標9、ターゲット11.2、11.7を参照し、委員会は、締約国に対し、障害のある人の代表団体を通じて、彼らと密接に協議し、またその積極的な関与を得て、以下のことを行うよう勧告する：
（訳注　持続可能な開発目標9は、「強靭なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る」。ターゲット11.2は、「2030年までに、すべての人々に、安全かつ安価で容易に利用できる、持続可能な輸送システムへのアクセスを提供する。」11.7は、「2030年までに、安全で包摂的かつ利用が容易な緑地や公共スペースへの普遍的アクセスを提供する」。）
[bookmark: _Hlk206589354]	(a)	国際基準やユニバーサルデザイン原則に基いて策定されたアクセシビリティに関する国内法規制と基準を、すべての新規建設や改修に関して採用、実施、執行するとともに、農村部や遠隔地を含めた、病院、学校、住宅、交通システムをアクセシブルにするための期限付き計画を策定する。 ;
	(b)	アクセシビリティの欠如または不十分さに関する苦情を検討する権限を持つ指定国家機関を設置する；
	(c)	情報やコミュニケーションへの利用しやすい手段・様式・形式によるアクセス、手話言語通訳、触覚・聴覚システム、移動補助具、支援機器、利用しやすいデジタルプラットフォームへのアクセスを保証する。
		生命に対する権利（第10条）
17.	委員会は以下の点について深い懸念を抱いている：
	(a)	障害のある子どもへの幼児殺害の信頼できる報告（公的承認を得て医療施設で行われた殺害事例を含む）および締約国による予防措置に関するデータ・情報の提供の欠如；
	(b)	国内法が、拘禁施設や医療現場などでの障害のある人の生命権を明示的に保障しておらず、独立した監視機関がなく、医療の組織的な拒否、飢餓、虐待のリスクが高まっている事実；
	(c)	「障害予防」という概念に基づく、優生学的かつ差別的な医療政策・慣行が依然として存在するという信頼できる報告；
	(d)	国際法で認められた制限を無視した、締約国における死刑の合法性と実施。及び、障害のある人へのその適用に関する情報の欠如。
18.	委員会は締約国に対し、以下のことを勧告する：
	(a)	障害のある子どもに対する幼児殺害を根絶する効果的な措置を講じ、そのような行為に関するすべての申し立てを調査し、加害者に相応の罰則を科す；
	(b)	国内法を改正し、拘禁下や医療の場面を含めたあらゆる状況下における障害のある人の生命権を明示的に保障するとともに、拘禁施設への制限のないアクセス権を有する独立した監視機関を設置する；
	(c)	優生学的かつ差別的な医療政策・慣行、特に「障害予防」を名目としたものを禁止する；
	(d)	国際法で定められた制限に従い、普遍的定期審査で示された関連勧告に沿って、死刑を廃止し、障害のある人に対する死刑の宣告と執行を直ちに停止する。 
	危険な状況および人道的緊急事態（第11条）
19.	委員会は、障害者権利保護促進法第62条を歓迎する。同条によれば、緊急時には障害のある人が最優先で救助され、治療と支援を受けるべきである。しかしながら、委員会は、障害のある人が代表組織を通じて、災害リスク軽減、気候変動適応及び人道対応計画の策定、実施及び監視に緊密に協議されず、積極的に関与していないことに懸念を抱いている。これは、2015-2030年仙台防災枠組（Sendai Framework for Disaster Risk Reduction 2015–2030）、人道支援活動における障害のある人のインクルージョンに関する機関間常設委員会ガイドライン（Inter-Agency Standing Committee Guidelines on the Inclusion of Persons with Disabilities in Humanitarian Action）、アジア太平洋地域の障害のある人の「権利の実現」を目指す仁川戦略（Incheon Strategy to “Make the Right Real” for Persons with Disabilities in Asia and the Pacific）の目標7に反している。
20.	委員会は、締約国に対し、仙台防災枠組、持続可能な開発目標（SDGs）11と13、機関間常設委員会ガイドライン、仁川戦略に沿って、国と地方レベルの全ての災害リスク軽減、気候変動適応、人道対応計画の策定、実施と評価の際に、障害のある人（障害のある女性と少女を含む）と、その代表団体を通じて緊密に協議し、積極的に関与させることを勧告する。
（訳注　持続可能な開発目標11は、「包摂的で安全かつ強靱で持続可能な都市及び人間居住を実現する」。13は、「気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる」。）

	法律の前にひとしく認められる権利（第12条）
21.	委員会は、「身体機能（physical function）」に障害のある人は民事手続を親または後見人を通じて行わなければならないと規定する民法第21条、および障害者権利保護促進法の、後見に関する第53と第54条について懸念している。
22.	法律上の平等な認識に関する一般的意見第1号（2014年）を想起し、委員会は、締約国に対し、障害のある人の代表団体を通じて、彼らと密接に協議し、またその積極的な関与を得て、後見制度とあらゆる形態の代理意思決定を廃止し、障害のある人の意思と選好を尊重する、支援付き意思決定の枠組みを採用するよう勧告する。
		司法手続の利用の機会（第13条）
23.	委員会は以下の点について懸念している：
	(a)	締約国での、手続上の配慮、アクセシブルな形式、裁判所や行政施設の物理的アクセシビリティなど、障害のある人の司法へのアクセスを確保するためのアクセシブルな法的サービス、支援メカニズムと手続の欠如；
	(b)	司法制度内で障害のある人が占める職位の不足、及び法曹界での障害のある人の採用、訓練、定着を促進する措置に関する情報の提供不足。
24.	委員会は、障害のある人の権利に関する特別報告者と障害とアクセシビリティに関する国連事務総長特使（Special Envoy of the Secretary-General on Disability and Accessibility）が2020年に策定し、委員会が承認した「障害のある人の司法アクセスに関する国際原則及びガイドライン（International Principles and Guidelines on Access to Justice for Persons with Disabilities）」、並びに持続可能な開発目標（SDGs）のターゲット16.3を想起し、締約国に対し以下を勧告する：
（訳注　持続可能な開発目標のターゲット16.3は、「すべての人々に司法への平等なアクセスを提供する」。）
	(a)	障害のある人が他の人々と平等な立場で司法制度にアクセスできるよう、総合的な措置を採択し実施する。これには、無料の法的支援の提供、アクセシブルな形式での情報提供、ジェンダーに配慮した年齢に応じた手続上の配慮などがある。
	(b)	障害のある人が弁護士、裁判官、裁判所職員、顧問などとして司法分野に参加できるよう、具体的な措置とインクルーシブな政策を策定し、条約に定められた権利について、すべての司法関係者を対象とした継続的な能力構築を行う。
		身体の自由及び安全（第14条）
25.	委員会は以下の点について懸念している：
[bookmark: _Hlk223289414]	(a)	障害のある人、特に知的障害や精神障害のある人、低身長症の人が、しばしば令状、起訴、法的代理人、司法の監督なしに、精神科回復センターや隔離されたコミュニティなどで、恣意的に逮捕や拘禁されている。
	(b)	締約国は、刑務所その他の自由剥奪施設に入っている障害のある人の数の分類されたデータ、拘禁状況に関する情報、また拘禁の合法性に異議を申し立てた事例を提供していない。
26.	委員会は、障害のある人の自由及び安全の権利に関するガイドラインを想起し、締約国に対し以下を勧告する：
	(a)	精神科回復センターなどでの、障害のある人に対する恣意的逮捕・拘禁を法律上、また実務上防止し処罰するための措置を講じること。これには、障害のある人の逮捕を司法令状に基づくものとすること、全ての手続の際の弁護人へのアクセスを確保すること、全ての施設への完全かつ制限のないアクセス権を持つ独立した司法監督・監視メカニズムを確立することなどがある。
	(b)	自由を剥奪されるすべての場所での、障害のある人に関する、性別、年齢、機能障害の種類、場所、拘禁状況などの分類されたデータを収集し公表する。
		拷問又は残虐な、非人道的な若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰からの自由(第15条)
27.	委員会は以下の点について懸念している： 
[bookmark: _Hlk208220097]	(a)	拘禁されている障害のある人が、不服従や「非生産的」と見なされて、独房監禁、医療や基本必需品へのアクセス拒否、人間の尊厳に反する環境での監禁といった侮辱的扱いを受けている。あるいは、拘禁環境が原因で二次障害を負ったりしている； 
[bookmark: _Hlk223290210]	(b)	信頼できる報告によれば、知的障害や精神障害のある人に対して医学的・科学的な実験が実施されている。
28.	委員会は締約国に対し、以下のことを勧告する：
	(a)	あらゆる環境において、障害のある人に対する拷問または残忍、非人道的もしくは品位を傷つける取扱いもしくは刑罰の事例を防止するための効果的な措置を講じる。これには、国連被拘禁者処遇最低基準規則（ネルソン・マンデラ規則）（United Nations Standard Minimum Rules for the Treatment of Prisoners (the Nelson Mandela Rules)　訳注　2015年国連総会で採決。）の完全な遵守を保証すること、障害のある人のアクセシビリティを確保すること、および不服従あるいは「非生産的」と見なして独房監禁するなどの慣行を終わらせることなどがある。
	(b)	障害のある人に対するあらゆる医学的・科学的実験を禁止する。
		搾取、暴力及び虐待からの自由（第16条）
29.	委員会は、以下の点について懸念をもって指摘する：
	(a)	障害のある人が、強制労働ノルマを達成できなかったこと、または障害を理由として、刑務所施設内や海外からの帰国時などに、暴力、虐待、身体的懲罰、物理的または化学的拘束に晒されている；　 
	(b)	搾取、暴力、虐待（ジェンダーに基づく暴力を含む）を申し出るアクセス可能で安全な手段が不足している。拘禁施設の独立した監視が不十分である。特に障害のある女性や少女に対する被害者支援、法的支援、リハビリテーションサービスが不十分である；
	(c)	締約国は、女性の誘拐、人身取引、強姦または集団強姦を禁止する「女性の権利の保護及び促進に関する法律」の遵守状況と監視に関する正確な記録をとっていない。
30.	委員会は締約国に対し、以下のことを勧告する：
	(a)	障害のある人に対するあらゆる形態の搾取、暴力及び虐待（強制労働、体罰、拘禁施設内での虐待など）を犯罪として認知し、実効的な起訴をすること。
	(b)	あらゆる環境において、アクセス可能かつ独立した苦情申立・通報メカニズムを確立し、障害者団体を含めた独立機関による拘禁施設の定期的な監視を確保する。また、被害者に対して適切な支援、法的支援、リハビリテーションサービスを提供する；
	(c)	障害者団体が参加する監視・監督メカニズムを設置し、障害のある人、特に障害のある女性や少女に対する搾取、暴力、虐待（性的虐待を含む）に関する苦情を受け付け、追跡する権限を与える。また、統計情報を利用できるようにすること、被害者に対して修復的司法を提供することを保証する。
		個人をそのままの状態で保護すること（第17条）
31.	委員会は以下の点について懸念している：
	(a)	信頼できる情報によれば、障害のある女性は強制堕胎および強制不妊手術の対象となっている。
	(b)	法律は、強制治療や身体的・化学的拘束の使用といった強制的な医療行為を禁止しておらず、障害のある人の身体的・精神的不可侵（physical and mental integrity）を守るための十分な保障措置も提供されていない。
32.	委員会は締約国に対し、以下のことを勧告する：
	(a)	強制堕胎及び強制不妊手術を禁止する法的規定を制定・施行し、被害者が利用可能な苦情処理メカニズムを確立する。
	(b)	強制治療や身体的・化学的拘束などの強制的な医療行為を法的に禁止し、施行する。また、障害者団体の参加が確保された独立した監視体制を確立し、障害のある人の身体的・精神的不可侵を守り、こうした侵害を防止する。
		移動の自由及び国籍についての権利（第18条）
33.	委員会は以下の点について懸念している：
	(a)	すべての障害のある子どもが出生時に確実に登録される仕組みが欠如している；
	(b)	検問所での移動の自由の制限と事前移動許可の必須取得要件（これらは障害のある人に不均衡な影響を与えている）が、サービスへのアクセスの際などに障害のある人にとって移動にさらなるバリアとなる可能性があること； 
	(c)	障害のある人、特に低身長症の人の居住の自由を制限する慣行に関する情報が不足している。
34.	委員会は締約国に対し、以下のことを勧告する：
	(a)	すべての障害のある子どもが出生時に確実に登録される仕組みを確立する。
	(b)	障害のある人が他の人々と平等な立場で、締約国内を制限なく移動できることを保証する；
	(c)	特定の地域に住むことを強制されている障害のある人が他の地域に居住することを認め、この権利を彼らに周知し、本人の希望や選好に基づき、他の人々と同等の条件で、そのような移動を円滑に実施するために必要な、あらゆる措置を講じる。
		自立生活と地域社会へのインクルージョン（第19条）
35.	委員会は以下の点について懸念している：
	(a)	障害のある人は、自らの居住形態を選択する自由が制限されており、低身長症の人やその他のグループが、移動を制限されたり一般の教育や雇用を拒否される隔離された居住区に住まわせられているなど、施設収容についての信頼できる報告がある。
	(b)	締約国が、遺棄された障害のある子どもに対する措置や、施設養護から家族・地域社会ベースの養育形態への移行措置について情報を提供していない。
36.	委員会は、自立した生活と地域社会への参加に関する一般的意見第5号（2017年）、緊急時を含む施設入所の廃止に関するガイドライン、障害のある人の権利に関する特別報告者による障害者サービスの変革に関する報告[footnoteRef:6]を想起し、締約国に対し、障害のある人の代表団体を通じて、彼らと密接に協議し、またその積極的な関与を得て、以下のこと行うよう勧告する： [6: 		A/HRC/52/32。] 

	(a)	障害のある人の施設入所及び分離を禁止し、居住地や同居者を選択する自由に対する制限を撤廃するとともに、施設ケアから地域ベースのサービスへの移行に向けた明確な戦略、具体的目標、基準（benchmark）と時間枠を採択することにより、完全な脱施設化を保証する。
	(b)	障害のある子どもの家族に対する支援体制を確立し、遺棄を防止するとともに、隔離措置を、障害のある子どもの養子縁組や里親委託を促進する措置に置き換える。また、里親が養育に必要な支援を受けられることを保証する。
	個人の移動を容易にすること（第20条）
37.	委員会は以下の点について懸念している：
	(a)	障害のある人に対する移動補助具、用具、支援機器の提供に関する具体的な仕組みが欠如している；
	(b)	締約国が、障害者向けタクシーサービスの存在以外に、特に農村部や遠隔地域での交通機関のアクセシビリティに関する情報を提供していない；
	(c)	締約国が、障害のある人を含めた個人の移動に関する技術訓練についての情報を提供していない。
38.	委員会は締約国に対し、以下のことを勧告する： 
	(a)	すべての障害のある人の個々の要求と希望を考慮した上で、手頃な価格の移動補助具、用具、支援機器を適時に提供・維持・交換できるよう、具体的な仕組みを確立し、実施し、十分な資源を提供する。
	(b)	公共交通と民間交通（農村部、遠隔地を含む）のアクセシビリティに関する分類されたデータを体系的に収集・公表する。また、障害のある人が他の人々と平等に利用できるよう、全ての交通サービスが物理的・技術的にアクセシブルかつ手頃な価格であることを保証する、的を絞った措置を講じる；
	(c)	障害のある人の個人の移動に関するアクセシブルな技術訓練プログラムを開発し、資源を提供し、実施する。その際には、障害のある人の、プログラムの設計、提供、評価への実質的参加を保証する。
[bookmark: _Hlk206572945]		表現及び意見の自由並びに情報の利用の機会（第21条）
39.	委員会は以下の点について懸念している：
	(a)	知的障害、精神障害のある人、障害のある活動家を含む障害のある人の、表現及び意見の自由を促進し保護する法律や政策が欠如している；
	(b)	情報へのアクセスが全般的に困難であるという、信頼できる報告がある。具体的には、ニュースやその他のテレビ番組、その他のマスメディアイベントでの字幕や手話言語通訳の不足、スクリーンリーダーの利用不可、点字文書の不足、拘禁中の聴覚障害または視覚障害のある人の、容疑（charge）や法的手続きに関する情報へのアクセス困難さ、オンラインサービスやデジタルプラットフォームへのアクセス困難さなどが挙げられる。
40.	委員会は、一般的意見第7号（2018年）を想起し、締約国に以下を勧告する：
（訳注　一般的意見第7号は、「条約の実施と監視における、障害児を含む障害者を代表する団体を通じた参加」。）
	(a)	市民社会組織、特に障害者団体が人権擁護者として果たす役割を認識する。
	(b)	個人や組織に対する報復を一切禁止し、市民社会での自由な意見交換を保護するための効果的な措置を講じる。 
41.	委員会はまた、締約国に対し、障害のある人の代表団体を通じて、彼らと密接に協議し、またその積極的な関与を得て、以下のこと行うよう勧告する：
	(a)	自由権規約委員会（Human Rights Committee）の一般的意見第34号（2011年）と第37号（2020年）に基づいて国家政策を改訂し、この政策が適用された全ての行政機関と裁判所の法規範をそれに応じて適応させる；
（訳注　自由権規約委員会は、国連の市民的及び政治的権利に関する国際規約（自由権規約）に基づいて設置された条約監視機関。その一般的意見第34号は、「意見および表現の自由に関する見解」、第37号は、「平和的集会の権利に関する見解」。）
	(b)	障害のある人々、特に知的障害や精神障害のある人、障害活動家の表現及び意見の自由と情報へのアクセス権を保証する法律と政策を制定する。これには監視、検閲及び報復行為に対抗する措置を含む；
	(c)	テレビやメディアサービス、政府ウェブサイト、デジタルプラットフォームなどの全ての公共情報が、障害のある全ての人が利用できるようにするため、必要な立法、政策その他の措置を講じる。例えば、ワールド・ワイド・ウェブ・コンソーシアムのウェブ・コンテンツ・アクセシビリティ・ガイドライン2.2（Web Content Accessibility Guidelines 2.2 of the World Wide Web Consortium）または同等のアクセシビリティ基準に準拠する。 
	(d)	点字、盲ろう者向け通訳、手話言語通訳、わかりやすい版、平易な言語、音声解説、音情報字幕（captioning）、翻訳字幕（subtitle）など、情報通信のアクセシブルな手段、様式、形式を提供し、その開発、普及、利用に十分な資金を配分し、拘禁施設や農村部や遠隔地に住んでいるなど、障害のある人の多様性に適した情報通信技術へのアクセスを確保する。
		プライバシーの尊重（第22条）
42.	委員会は、拘禁中の障害のある人が、プライバシー保護も説明も正当な理由もなしに、衛生検査を装った裸体検査や衛生検査を装った痴漢行為を受けていることを懸念している。
43.	委員会は、締約国に対し、正当な目的のために厳格に必要で、尊厳、自律、プライバシー、非差別という原則に従って実施される場合を除き、拘禁中のあらゆる形態の侵襲的な身体検査または衛生検査を禁止し、防止することを勧告する。
	家庭と家族の尊重（第23条）
44.	委員会は以下の点について懸念している：
	(a)	信頼できる報告によれば、障害のある人は結婚の制限に直面しており、一方に障害がある場合に結婚を妨げるスティグマが依然として存在している；
	(b)	障害のある人は養親または子どもの後見人となる機会を拒否されている。また、障害のある子どもの親が国内法で定められた普遍的権利を子どもが享受できるよう、経済的支援、カウンセリング、パーソナルアシスタンスを提供されているか不明である；
	(c)	障害のある人の家庭と家族に対する尊重の権利に関して、障害者権利保護促進法の規定の実施状況を監視する仕組みが存在しない。
45.	委員会は締約国に対し、以下の勧告する：
	(a)	障害のある人が、その相手の障害の有無にかかわらず、自ら選んだ相手と平等な立場で結婚する権利、希望する場合には子どもをもうけるか養子縁組する権利を持つことの理解を促進する意識向上キャンペーンを実施する； 
	(b)	障害のある親が他の親と同等の立場で子どもを育てる権利を、法律・政策・慣行によって確実に保護する。また、家族が一緒に暮らせるよう、経済的支援、パーソナルアシスタンス、カウンセリング、ケアなど総合的な支援サービスを確立する；
	(c)	障害のある人の家庭と家族に対する尊重の権利を確実に監視をするために必要な立法措置を講じる。
		教育（第24条）
46.	委員会は以下の点について懸念している：
	(a)	障害者権利保護促進法で、分離された学習環境が増加している； 
	(b)	インクルーシブ教育の進展の不足。特に資源配分の不十分さと個々の必要性に基づく合理的配慮の欠如により、分離された特別教育からインクルーシブ教育への移行が進まず、質の高いインクルーシブ教育が提供されていない。これにより障害のある子どもが隔離される結果を招いている； 
	(c)	インクルーシブ教育の権利、点字、手話言語、障害インクルーシブな教育方法についての、教員と非教員職員の研修が不十分である；
	(d)	アクセシブルな教材や適応型学習環境が限られており、手話言語通訳や代替・補助コミュニケーション手段・方法が不足している； 
	(e)	障害のある人、特に障害のある女性、知的障害のある人、精神障害のある人、複数の障害のある人が、高等教育へのアクセスと合理的配慮を得る際に困難な課題に直面する； 
	(f)	都市部と農村部での、分離教育下にある障害のある生徒について、年齢、性別、学校レベル、機能障害の種類別に分類された、正確で信頼性の高いデータが不足している。
47.	インクルーシブ教育の権利に関する一般的意見第4号（2016年）と、持続可能な開発目標のターゲット4.5と4.aを想起し、委員会は締約国に対し、障害者団体、障害のある学習者とその家族と緊密に協議し、またその積極的な関与を得て、以下のことを行うよう勧告する：
（訳注　持続可能な開発目標のターゲット4.5は、「2030年までに、教育におけるジェンダー格差を無くし、脆弱層があらゆるレベルの教育や職業訓練に平等にアクセスできるようにする」。4.aは、「子ども、障害及びジェンダーに配慮した教育施設を構築・改良し、すべての人々に安全で非暴力的、包摂的、効果的な学習環境を提供できるようにする」。）
	(a)	障害者権利保護促進法を含む、教育分野での法律と政策を条約に整合させるために見直し、障害のある人（障害のある子どもと若者を含む）がその実施と評価に参加することを保証する；
	(b)	インクルーシブ教育政策の実効的な実施に向けた、明確な目標、指標、具体的な時間枠のある総合的戦略を策定・実施する。これは、既存戦略を見直して、十分な予算配分を確保すること、教育の全段階で、全ての障害のある生徒に合理的配慮と個別支援を提供するために技術的・人的資源を動員することによる。この戦略には、特別支援学校からインクルーシブ教育を実施する学校への、子どものシステム的な移行を促進する移行プログラムの実施によって、分離された学習環境を段階的に廃止する、詳細な計画を含めなければならない。
	(c)	一般学校の教員と非教員職員に対し、インクルーシブ教育に関する研修を実施し、障害の人権モデルの認識を高める； 
	(d)	障害のある生徒に対し、個々の必要性に基づいた学習支援を提供する。これには、教室内の支援、アクセシブルな学習環境、インクルーシブな授業、代替的かつアクセシブルな形式（インクルーシブなデジタルアクセスを含む）の学習教材、ならびにわかりやすい版、コミュニケーション補助具、支援情報技術を含むその他のコミュニケーション手段・方法などがある； 
	(e)	障害のある人が高等教育を完全かつ平等に受けられるよう、インクルーシブなカリキュラムの提供、合理的配慮、アクセシブルな物理的環境の整備、伝統的・固定観念的な分野を超えた職業訓練・雇用機会の拡大と多様化を目的とした、対象別プログラムの実施などの措置を講じる。特に、盲ろうの人、障害のある女性、知的障害や精神障害のある人、重複障害のある人の要求に留意しなければならない；
	(f)	障害のある人の、すべての教育段階での教育参加状況に関する正確な情報を収集するための、総合的なデータ収集システムを確立する。これは、インクルーシブな教育政策の策定とその実施をモニターするために、教育の種類（一般学校、特別学校、リハビリテーションセンター、家庭教育など）、年齢、性別、機能障害の種類、教育レベル、地理的場所別に分類されたものであること。
		健康（第25条）
48.	委員会は以下の点について懸念している： 
	(a)	締約国が普遍的かつ無料の医療を約束しているにもかかわらず、その実施の不備と監視の不十分さにより、障害のある人の医療へのアクセスに対する制度的なバリアが依然として存在している。これには、医療施設や情報へのアクセス困難、合理的配慮の欠如、医療従事者の根強い偏見、都市部と農村部の政策実施の不均衡、特定の治療の高額な費用などがある。
	(b)	特に農村地域で、抗生物質、麻酔薬、鎮痛剤、避妊薬などの必須医薬品への障害のある人のアクセスが不十分である；
	(c)	すべての障害のある人、特に障害のある女性及び少女が、他の人々と平等に、質の高い、年齢に応じた性と生殖の保健サービスや性教育にアクセスできるようにするための措置が限定的であること；
	(d)	障害のある人への医療予算の配分に関する情報が不足している。
49.	持続可能な開発目標のターゲット3.7及び3.8を想起し、委員会は、締約国に対し、障害のある人の代表団体を通じて、彼らと密接に協議し、またその積極的な関与を得て、以下のこと行うよう勧告する：
（訳注　持続可能な開発目標のターゲット3.7は、「2030年までに、性と生殖に関する保健サービスをすべての人々が利用できるようにする」。3.8は、「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC: Universal Health Coverage　全ての人々が基礎的な保健医療サービスを、必要なときに、負担可能な費用で享受できる状態）を達成する」。）
	(a)	障害のあるすべての人（農村部と都市部を含む）が質の高い無料の普遍的医療サービスを利用できるよう、総合的な戦略を策定・実施する。具体的には、アクセシビリティ基準の実施と定期的な監視を通じ、公的・民間医療提供者による合理的配慮の提供を確保するとともに、特に低所得の障害のある人を対象に、必須医療の費用をカバーすることで医療への経済的バリアを取り除く。
	(b)	必須医薬品を手頃な価格で入手できるようにすることや、パッケージの扱いやすさ、見分けやすさを保証するための、また、農村地域を含む医療サービスへのアクセシビリティを確保し、救命治療への差別のないアクセスを保証するための緊急措置を講じる；
	(c)	高品質で年齢に応じた性と生殖の保健サービスと総合的な性教育が、全ての障害のある人、特に障害のある女性と少女にとってインクルーシブかつアクセシブルであることを保証する。障害の人権モデルと、医療に対する自らの自由意思に基づくインフォームドコンセントを与えるか否かを決定する障害のある人の権利について、医療従事者が確実に研修を受けるようにする；
	(d)	アクセシブルなサービス、補助器具、インクルーシブなプログラム、職員研修などを通じ、障害のある人の要求を満たすインクルーシブな医療に十分な資源を透明性のある方法で配分する。
		ハビリテーション、リハビリテーション（第26条）
50.	委員会は以下の点について懸念している：
	(a)	障害者向けリハビリテーションセンター、特に平壌市外の施設における資金不足と能力の限界により、締約国全体でリハビリテーションサービスへのアクセスに不平等が生じている；
	(b)	障害のある人の最大限の自立と、身体的、精神的、社会的、職業的発達を促進するための補助器具（車椅子、歩行器、補聴器、その他の障害のある人のために設計された機器や技術など）が不足している。
51.	条約第26条と持続可能な開発目標（SDGs）のターゲット3.7との関連を想起し、委員会は締約国に対し、障害のある人が地域社会（農村部や遠隔地を含む）で、総合的かつ分野横断的なハビリテーション・リハビリテーションサービス、プログラム、技術に確実にアクセスできるようにするための措置を講じるよう勧告する。さらに、障害のある人の最大限の自立と社会的インクルージョンを促進するため、個々の必要性に基づき、あらゆるリハビリテーション用具、補助器具、移動補助具、サービス（修理を含む）を利用可能とする措置を講じるよう勧告する。
（訳注　持続可能な開発目標のターゲット3.7は、「2030年までに、性と生殖に関する保健サービスをすべての人々が利用できるようにする」。）
		労働及び雇用（第27条）
52.	委員会は、以下の点について懸念をもって指摘する：
	(a)	障害のある人は、機能障害の種類や程度に基づいて、しばしば農村地域にある分離された「軽作業」作業場に閉じ込められており、これが一般の雇用への参加機会を制限し、スティグマを助長している。また、教育へのアクセスのバリア、差別的な社会的態度、合理的配慮を保証する実効的なメカニズムの欠如が、雇用への平等なアクセスをさらに制限している。
	(b)	障害のある人の雇用率は依然として低く、特に女性や軍事理由以外で障害を負った人に顕著である。また、分類されたデータが不十分であり、職場にでの配慮が不十分で、雇用関連の差別や権利侵害に関する苦情に対処するための独立したアクセシブルなメカニズムが存在しない。
53.	障害のある人の労働及び雇用の権利に関する一般的意見第8号（2022年）を想起し、持続可能な開発目標のターゲット8.5に沿って、委員会は、締約国に対し、障害のある人の代表団体を通じて、彼らと密接に協議し、またその積極的な関与を得て、以下のこと行うよう勧告する：
（訳注　持続可能な開発目標のターゲット8.5は、「すべての男性及び女性の、完全かつ生産的な雇用、人間らしい仕事、同一労働同一賃金を達成する」。）
	(a)	分離された作業場から、開放的な労働市場でのインクルーシブでアクセシブルかつ自由に選択された雇用機会への移行を図る。雇用へのアクセスでの教育・訓練上のバリアを取り除く。公的、民間セクター双方でインクルーシブな労働力政策を推進する。
	(b)	障害者雇用に関する性別、年齢、機能障害の種類、地域別に分類されたデータを収集・公表する。全セクターにおける職場での配慮を確保する。雇用差別や権利侵害に対処するためのアクセシブルで独立した苦情解決・監視メカニズムを確立する。
	相当な生活水準及び社会的な保障（第28条）
54.	委員会は、以下の点について懸念をもって指摘する：
[bookmark: _Hlk208221875]	(a)	信頼できる情報によれば、障害のある人を含めた人々の大部分が、食料不安、栄養不良、基本サービスへのアクセス不足の影響を受けている。
	(b)	信頼できる報告によれば、配給、補助器具、住宅支援、社会保護給付などの受給資格は、兵役中に障害を負った「名誉兵士」を優先し、その他の障害のある人を除外している。
	(c)	都市部に居住する障害のある人と、農村部や遠隔地に居住する障害のある人との生活水準には著しい格差が存在する。
55.	条約第28条と、障害の有無にかかわらず全ての人のエンパワーメントと経済的インクルージョンを促進することを目指す、持続可能な開発目標（SDGs）のターゲット10.2との関連性を想起し、委員会は締約国に対し以下を勧告する： 
	(a)	食料不安、栄養不良、基本サービスへのアクセス不足の影響を受ける障害のある人の数を評価・検討（assess）し、基本的ニーズを満たすための資源再配分戦略を採用する； 
	(b)	機能障害の原因や種類にかかわらず、全ての障害のある人があらゆる社会保障給付に平等にアクセスできるよう確保し、差別的な受給資格基準を撤廃する；
	(c)	締約国のすべての障害のある人（農村部と遠隔地を含む）に対し、適切な生活水準を確保するための措置を講じる。
		政治的及び公的活動への参加（第29条）
56.	委員会は以下の点について懸念している：
	(a)	最高人民会議を含めた、意思決定機関や公職に就いている障害のある人（障害のある女性を含む）に関する具体的な情報が欠如している。また、彼らに影響を与える政策の決定プロセスへの参加機会が十分に提供されていない；
	(b)	障害のある人にとって投票所や投票用具が完全にアクセシブルとなることを保証する措置が欠如している。
57.	委員会は締約国に対し、以下のことを勧告する：
	(a)	最高人民会議を含めた、意思決定機関や政治組織での、障害のある人（障害のある女性を含む）の代表性を高めるための具体的措置を講じる。
	(b)	障害のある人の代表団体を通じて、彼らと密接に協議し、またその積極的な関与を得て、合理的配慮を提供し、特に自閉症、知的障害と精神障害、身体障害など、多様な障害のある人が、投票所、投票用具や情報に完全にアクセスできるよう保証する措置を講じる。
		文化的な生活、レクリエーション、余暇及びスポーツへの参加（第30条）
58.	委員会は以下の点について懸念している：
	(a)	平壌在住の障害のある人のごく一部のみが文化・レクリエーション・スポーツ活動を利用できる状況であり、大多数の障害のある人が排除されている事実がある；
	(b)	視覚障害のある人、弱視者、その他の印刷物の利用に困難のある人の出版物へのアクセスを促進するマラケシュ条約を実効的に実施するための具体的計画が欠如していること。 
59.	委員会は、締約国に対し、障害のある人の代表団体を通じて、彼らと密接に協議し、またその積極的な関与を得て、以下のこと行うよう勧告する：
	(a)	平壌市外の居住者や社会経済的に不利な立場にある人を含む、全ての障害のある人に対し、文化・レジャー・スポーツの機会への公平なアクセスを保証するための、基準（benchmark）・指標・十分な資源を備えた戦略を策定・実施する。
	(b)	視覚障害のある人、その他の印刷物の利用に困難のある人の、出版物へのアクセスの促進に関するマラケシュ条約の実効的な実施計画を採択する。
	C.	特定の義務（第31～33条）
		統計及び資料の収集（第31条）
60.	委員会は、障害のある人に関するデータベースの構築を目的として、国勢調査でワシントン・グループの生活機能に関する簡略質問票が使用されていることを歓迎する。しかし、機能障害の種類、年齢、ジェンダー、地理的場所、社会経済的状況など、障害のある人に関する信頼性の高い、分類されたデータが公表されていないことを懸念している。
[bookmark: _Hlk170822790]61.	委員会は、締約国に対し、経済協力開発機構（OECD）開発援助委員会（DAC: Development Assistance Committee）の障害のある人のインクルージョンとエンパワーメントに関する政策マーカー（policy marker on the inclusion and empowerment of persons with disabilities）を活用すること、インクルージョンを促進すること、さらに、年齢、性別、ジェンダー、民族、居住地（都市部・農村部）、立場（移民・難民・亡命申請者）別などの区分データが得られるよう、障害データ収集システムを改善することを勧告する。委員会はまた、締約国に対し、国際基準に沿って、総合的かつ分類された権利に基づく障害に関するデータを開発・公表すること、障害のある人の代表団体を通じて、データ収集・分析の全段階への障害のある人の積極的な関与を確保すること、制度的なデータ収集・分析能力を強化することを勧告する。
		国際協力（第32条）
62.	委員会は、次のことを懸念している。① 国際協力の戦略とプログラムの範囲が限定的であること。②  国際協力活動に、障害のある女性と少女を含む障害のある人が、その代表組織を通じて、どのようにこのプログラムに参加しているかの情報や、特に、2030年の持続可能な開発アジェンダの実施に関連するものを含めて、障害のある人の参加のための予算配分についての情報を締約国が提供していないこと。（訳注　2030年の持続可能な開発アジェンダは、2015年の国連総会で採択された、国際社会共通の目標・行動計画、とされている。）
63.	委員会は、締約国に対し、国際協力協定及びプログラム、特にあらゆるレベルにおける2030アジェンダと持続可能な開発目標の実施と監視において、障害のある人の代表団体を通じて、確実に彼らと密接に協議し、またその積極的な関与を得るための、具体的措置を採択するよう勧告する。また、委員会は、締約国に対し、アジア太平洋地域における障害のある人に関する2023年から2032年までの10年間に関するジャカルタ宣言（Jakarta Declaration on the Asian and Pacific Decade of Persons with Disabilities, 2023–2032）、及びアジア太平洋地域の障害のある人の「権利を実現する（Make the Right Real）」に向けた仁川戦略の実施に向けた協力を強化するための措置を講じるよう勧告する。
		国内における実施及び監視（第33条）
64.	委員会は、朝鮮障害者保護連盟（Korean Federation for the Protection of Persons with Disabilities）が、人権の促進と保護のための国内機関の地位に関する原則（パリ原則）に沿った自律的な機関として運営されていないことを懸念している。委員会は、障害のある人が、その代表団体を通じて条約の実施と監視に参加することを保証する、正式なメカニズムが存在しないことを深い懸念もって指摘する。
65.	委員会は、独立監視枠組み及びその委員会活動への参加に関する委員会のガイドラインを想起し、締約国に対し、障害のある人がその代表団体を通じて条約の実施と監視に参加することを保証する、パリ原則に準拠した独立監視メカニズムを確立するよう勧告する。国連人権高等弁務官事務所が国内人権機関の設立と強化を支援する任務を持つことに留意し、委員会は締約国に対し、上記のプロセスの中で同事務所の支援や助言を求めるよう奨励する。
	IV.	フォローアップ
		情報の普及
[bookmark: _Hlk224239751]66.	委員会は、本総括所見に含まれる全ての勧告の重要性を強調する。緊急に講じるべき措置に関しては、委員会は、意識の向上に関するパラグラフ14、生命の権利に関するパラグラフ18、教育に関するパラグラフ47に含まれる勧告に締約国の注意を喚起したい。 
67.	委員会は、締約国に対し、本総括所見に含まれる勧告を実施するよう要請する。締約国が本総括所見を、政府や議会の構成員、関連省庁の職員、地方自治体、教育・医療・法律専門家などの関連専門職団体、メディアに対し、その検討及び行動のために、現代的な社会コミュニケーション戦略を用いて伝達することを勧告する。
68.	委員会は、締約国に対し、本総括所見を非政府組織、障害者団体、障害のある人及びその家族に広く普及させるよう要請する。これは、国内言語や少数言語（手話言語を含む）とアクセシブルな形式（わかりやすい版を含むなど）で提供し、政府の人権ウェブサイトで公開すること。
69.	委員会は、締約国に対し、定期報告の作成に市民社会組織、特に障害者団体を関与させることを強く推奨する。
		次回定期報告
70.	第2回から第4回までの統合定期報告は、簡略化された報告手続きに基づき、原則として2031年1月2日が提出期限となる。委員会は、締約国による報告に関する将来の明確かつ規則的なスケジュール[footnoteRef:7] に従い、かつ報告前の質問事項リストの採択を経て、統合定期報告の正確な提出期限を設定し通知する。統合定期報告は、提出時点までの全期間を対象としなければならない。 [7: 		国連総会決議 79/165、パラグラフ6。] 

			
（翻訳・佐藤久夫、岡本 明）
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